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本研究では，全国PT調査データを基に個人の移動時の身体活動量を算出した上で，1,716の都市内小地

域を対象に整備したデータベースを用い，都市内における空間的な位置や公共交通整備状況，商業特性等

の小地域特性と，年齢や自動車利用環境等の個人属性の両側面から，それらが交通身体活動量に及ぼす影

響を分析した． 
その結果，中心市街地に属する小地域では，徒歩や自転車の移動が多く，経年的な活動量の減少幅も小

さい一方で，郊外市街地では商業や公共交通の整備状況によって，特に高齢者の交通身体活動量に顕著な

差がみられること，また，交通行動と密接に関連する個人属性と比較しても，小地域特性が交通身体活動

量に与える影響が十分に大きく，鉄道駅の近接性及び運行頻度と交通身体活動量との因果関係が近年特に

強くなっていることを明らかにした． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

日常生活における身体活動は，がん，心血管系疾患，

糖尿病の生活習慣病の予防に効果があり，健康維持に極

めて重要である1), 2)ことが明らかにされている．しかし，

平成22年の厚生労働省による調査結果3)によれば，定期

的な運動を習慣とする者の割合は，男女ともに3割程度

にとどまり，我が国において十分に身体活動の重要性が

認識されているとはいえない．一方で，生活習慣病疾患

者は，近年増加傾向にあり，平成16年時点で死亡原因の

3分の2，医療費では約3割を占める深刻な状況にある4)． 

そうした中，わが国における健康増進に向けた取り組

みとしては，平成12年に「21世紀における国民健康づく

り運動（健康日本21）」が，さらに平成14年に，「健康

日本21」を中心とする国民の健康づくり・疾病予防を積

極的に推進するための法的基盤として健康増進法が策定

され，近年，健康増進に向けた取り組みが推進されてい

る．「健康日本21」では，世界的潮流もふまえ，健康寿

命の延伸等の実現を目的に，「身体活動・運動」を含む

9分野において，具体的な数値目標を掲げ，健康増進施

策が実施されている5)． 

また，肥満を国家的な問題として抱えるアメリカを中

心に，近年，健康状態は環境に起因するという観点から，

交通環境や土地利用をはじめとする居住地周辺の特性が

健康に与える影響に関心が高まっており，Sallisら6)をは

じめ，交通分野と健康医療分野の分野横断的な研究の重

要性が指摘されはじめている．先進諸国においては，

WHO欧州事務局による報告7)をはじめ，都市計画が重要

な健康施策の一つと認識されており，今日のわが国でも，

国土交通省の国土施策創発調査において，健康増進を主

な目的の一つとする「歩いて暮らせるまちづくり」の重

要性が明記されるなど8)，移動時の身体活動量を増加さ

せることにより，健康を促すまちづくりへの関心が高ま

りつつある． 

わが国においても，交通・都市計画分野と健康医療分
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野を横断した研究として，公共交通利用の方が歩行量が

有意に多くなり，健康増進上意義があることを示した研

究9)，通勤時の交通行動との関連に着目し交通手段と肥

満との関係を分析した研究10)，個人の交通行動と健康状

態の関係性について明らかにした研究11)，商業施設内で

の買い物行動について，個人属性等が歩行行動に及ぼす

影響を分析した研究12)などがある．また，身体活動量と

居住地環境の関係については，特性の異なる4つの住宅

地における通勤時と非通勤時における身体活動量と地区

環境との関係を分析した研究13)などがある．しかし，昨

今都市整備を通じて健康増進を促す上で重要とされてい

る移動時の身体活動量と居住地周辺の環境との関連性に

ついて，様々な地域が有する多様な特性を考慮した上

で，十分に把握されているとはいえない．したがって，

健康増進を促す上で，どのような地域で人々が活発に活

動しているのか等，移動時における身体活動量と地域特

性との関連について知見を蓄積するとともに，両者の因

果関係ならびにその経年的な変化を定量的に明らかにす

ることは極めて重要である．  

そこで本研究では，全国PT調査を用いて個人の移動

時の身体活動量を算出した上で，全国40都市1,716の都市

内小地域において，その都市内での空間的な配置やサー

ビスレベルを含む公共交通利便性，商業集積状況，地形

の起伏等の小地域特性に関するデータベースを構築する．

そして，上記のデータベースに基づき分類した，小地域

タイプ毎に移動時の身体活動量を比較分析し，その関連

性を明らかにする．さらに，年齢や個人の自動車利用環

境などの個人属性と小地域特性の両側面から，個人ベー

スのデータを用いて移動時の身体活動量に関して因果構

造モデルを構築し，その影響を定量的に明らかにする．  

 

(1) 本研究の特徴 

以上より，本研究の特徴として以下の点が挙げられる． 

 1987年，1992年，2005年の 3時点の移動時における

身体活動量を定量化し，身体活動量の経年的な変化

について，比較分析している点． 

 全国 40 都市 1,716 の小地域を対象に，小地域単位で

地域特性に関する詳細なデータベースを構築し，交

通身体活動量との関連について分析している点． 

 個人単位で，個人属性と地域特性の両側面から，そ

れらが移動時の身体活動量に及ぼす影響を定量的に

明らかにしている点． 

 
 
 
 
 

2. 交通身体活動量の算出及び小地域特性データ

ベースの構築 

 

(1) 交通身体活動量の算出 

身体活動（Physical activity）とは，骨格筋の収縮を伴

い，安静時よりも多くのエネルギー消費を伴う身体の状

態として定義され，日常生活における「生活活動」と，

体力の維持・向上を目的として計画的・意図的に実施す

る「運動」の2つに大別することができる14)．本研究で

は，「生活活動」のうち，移動時における身体活動を分

析対象とし，これを「交通身体活動」として定義する．

なお，本研究において，交通身体活動量を算出するにあ

たり，全国横断的かつ，時系列的な交通特性の把握・分

析を目的に実施された全国都市PT調査の平日データを

用いる．対象年次は，1987年（第1回），1992年（第2

回），2005年（第4回）の3年次とし，経年的な分析を行

う上で，当該3年次に共通して調査が実施され, 調査区

が特定可能な40都市を対象とする． 

交通身体活動量の算出に際しては，各身体活動に対す

る身体活動強度 14)に，その身体活動の実施時間をかけた

値 14)を交通身体活動量として，式(1)のように定義する．

なお，身体活動強度とは，各活動によるエネルギー消費

量が座位安静時代謝量の何倍に相当するか，その比率に

より定められた身体活動の強さを表すものである． 
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また，公共交通によるトリップについては，公共交通の

利用時間として記載された時間をその乗車時間とする．

乗車時の状態については，立位と座位を正確に判別する

ことができないため，乗車時間帯を，混雑の激しいピー

ク時とオフピーク時に2区分し，ピーク時は立って乗

車，オフピーク時は乗車時間の半分を立って乗車，半分

を座って乗車できるものとすることで，乗車時間帯によ

る身体活動量の違いを考慮する．なお，公共交通の混雑

時の状況は各都市の個々の路線によって異なるものであ

るが，個々に混雑度状況を収集し設定するのは非常に困

難であることから，本研究では，オフピーク時を，一律

9：00～16：59の8 時間と設定することとし，公共交通利

用時の身体活動量は，式(2)を用いて算出した． 
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表-1 小地域特性データ項目 

項目分類 データ項目 単位

基礎特性 DID区域内人口密度（1960年） 人/ha

DID区域内人口密度（1985年） 人/ha
DID区域内人口密度（1990年） 人/ha
DID区域内人口密度（2005年） 人/ha
可住地DID面積割合（1960年） ％
可住地DID面積割合（1985年） ％
可住地DID面積割合（1990年） ％
可住地DID面積割合（2005年） ％
小地域面積 ha
小地域可住地面積 ha

都市内の位置 都心からの距離 km
地形 小地域平均標高 m

標高標準偏差 m
公共交通利便性 最寄り鉄道駅からの距離（1987年） km

最寄り鉄道駅からの距離（1992年） km
最寄り鉄道駅からの距離（2005年） km
最寄駅の平均運行頻度（1987年） 本/h
最寄駅の平均運行頻度（1992年） 本/h
最寄駅の平均運行頻度（2005年） 本/h
最寄りバス停からの距離（2010年） km
バス停勢圏カバー率（2010年） ％
最寄りバス停の平均運行頻度（2011年） 本/h

商業特性 小売業事業所数（1992年） -
小売業事業所数（2004年） -
小売業年間商品販売額（1992年） 百万円
小売業年間商品販売額（2004年） 百万円  
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ここで，第1回，第2回全国PT調査においては，トリ

ップ内の利用交通手段毎のトリップ時間が記載されてい

ないため，第4回全国PT調査による算出結果を用いて， 

交通身体活動量を求める．具体的には，交通手段の組み

合わせによって，時間あたりの身体活動量の値が類似す

ることに着目し，トリップ内の交通手段の組み合わせ毎

に，時間あたり身体活動量の平均値を求める．そして，

その値を交通身体活動量の原単位として用い，トリップ

時間と掛け合わせることで，トリップ単位で個人の交通

身体活動量を算出する． 

 

(2) 小地域特性に関するデータベースの構築 

小地域特性とは，町丁目に相当するミクロなスケール

の地区特性であり，GIS を利用して整備した空間データ

から，同調査の対象である全国40都市1,716の都市内小地

域を対象に，人口規模や都市内における空間的な位置関

係，地形，鉄道・路線バスを含む公共交通の整備状況，

商業特性等，小地域の地区特性に関する詳細なデータベ

ースを経年的に構築した．表-1に，構築した小地域特性

データの項目を示す．ここで，都市内の小地域の位置を

表す指標として，都心からの距離を用いているが，都心

とは都市中心部を示す地点として2005年時点の公示地価

最高点により定義している．また，公共交通のサービス

水準を表す指標である鉄道駅及び路線バスの運行頻度に

ついては，上記9：00～16：59のオフピーク時の運行頻

度を，上り下りの平均値として時刻表を基に計測してい

る．この理由は，オフピーク時の方が等間隔のダイヤの

設定によりその運行頻度の時間変動がピーク時と比べて

小さい場合が多く，利便性をより適切に表すことができ

ると考えたためである．なお，データの年次については，

取得可能な範囲で分析に際して用いる全国PT調査対象3

年次に最も近い年次にまで遡り整備することで，経年的

な地域特性の変化について考慮している． 

 

 

3. 小地域特性と交通身体活動量の関係性の基礎

分析 

 

本章では，上記で構築したデータベースを用いて，小

地域特性と交通身体活動量の関係性について，経年的に

分析する．具体的には，人口規模に加え，都市内での小

地域の空間的な位置，公共交通の整備状況，商業利便性

等の小地域特性を示す各指標と交通身体活動量の関連に

着目する． 

まず，図-1にDID人口密度により分類した区分毎のト

リップ時間及び1人あたり交通身体活動量の1987年から

2005年にかけての経年変化を示す．DID区域においては，

いずれの年次においてもDID人口密度が高いほど，トリ

ップ時間，交通身体活動量ともに高い値を示している．

これは，人口密度が高い地域では，近隣において十分な

都市的サービスが提供される傾向にあり，居住地から徒

歩や自転車により移動可能な範囲に人々の外出機会が多

いことが一つの要因として考えられる．また，経年的な

変化に着目すると，人口密度の高低に関わらず経年的に

減少傾向にあるが，その減少幅はその人口密度により差

がみられ，100人/ha以上の高密な地域においては小さい．

つまり，人口密度の高い地域では，1987年以降の自動車

の普及段階においても人々の身体活動量の減少が抑制さ

れていたことが明らかとなった． 

次に，公共交通の利便性と交通身体活動量の関連に着

目する．図-2，図-3に鉄道駅からの距離，最寄駅の運行

頻度によりそれぞれ分類した区分毎のトリップ時間及び1

人あたり交通身体活動量の経年変化を示す．鉄道駅から

の距離との関連では，各時点でトリップ時間，交通身体

活動量を比較すると，500m以上1km未満，500m未満の距

離帯の区分で高い値を，4km以上の距離帯で最も低い値 
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図-1  DID人口密度による区分毎のトリップ時間及び 

1人あたり交通身体活動量の経年変化 
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図-2 鉄道駅からの距離による区分毎のトリップ時間及び 

1人あたり交通身体活動量の経年変化 
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図-3 最寄駅の運行頻度による区分毎のトリップ時間及び 

1人あたり交通身体活動量の経年変化 

 

を示す．これは，鉄道駅を利用する場合には，鉄道駅ま

での距離が長いほど，駅までの徒歩や自転車移動による

身体活動量が確保できる一方で，逆に鉄道の利用が困難

な地域では，自動車に依存するか，外出頻度が減少する

ことが考えられるため，結果として，500m以上1km未満

の区分で最も高い値を示し，鉄道駅からさらに離れた地

域において低い値を示していると推察される．また，最

寄駅の運行頻度との関連では，いずれの時点でも，運行

頻度が高くなるほど，1人あたり交通身体活動量は高く

なっており，特に，1987年，1992年の2時点において，

運行頻度が3本/h以上と3本/h未満でトリップ時間，交通

身体活動量ともに大きな差がみられる．以上より，鉄道

駅と交通身体活動量との関連において，居住地と鉄道駅

の近接性が重要であるとともに，そのサービス水準を高

く維持することが人々の移動時の身体活動を促進する可

能性があるといえる．また，小地域の公共交通に関する

特性を表すバス停からの距離，最寄バス停の運行頻度と

の関連においても，同様の傾向がみられた． 

 
 
4. 小地域タイプによる交通身体活動量の比較 

 

前章では，個々の小地域特性と交通身体活動量との関

連性を分析した．本章では，それらの小地域特性を表す

指標によって小地域タイプを分類し，実際にどのような

地域において，人々が高い身体活動量を維持しており，

その経年的な変化の傾向に差異がみられるかという点に

ついて検証する．また，併せて個人の年齢により分類し，

小地域タイプと交通身体活動量の関係性が，その年齢に

よりどのように異なるかを明らかにする． 

 

(1) 小地域タイプの分類 

ここでは，都市内での空間的な位置関係や人口密度，

商業特性，鉄道駅及びバス停との位置関係等に関する指

標を用いて，小地域のタイプを分類する16)．分類の手順

は以下のとおりである． 

まず，都市内における対象小地域の空間的な位置及び

人口密度を表す指標を用いて，小地域の属する市街地を

定義する．具体的には，都市中心部との位置関係を表す

都心からの距離と，小地域内の森林面積を除く可住地面

積に占めるDID面積割合により分類する．次に，それを

公共交通との近接性の観点から，鉄道駅及びバス停との

位置関係を考慮し，当該市街地を分類する．ここで，鉄

道駅勢圏外でかつバス停勢圏外である区域を公共交通空

白区域と称す．そして，さらに中心市街地及び郊外市街

地における駅勢圏に属する小地域のうち，商業性が強い

小地域を，商業拠点を有する中心駅として分類する．こ

こで，商業統計調査において定義されている商業集積地

区の1事業所あたり年間商品販売額の平均値を参考に商

業性の高い地域を商業拠点として定義する． 

以上の定義に基づき，一定数以上のサンプル数（200以

上）を確保しながら，表-2のように14の小地域タイプに

区分した． 
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分類
番号

名称
都心から
の距離

DID面積割合
（可住地に

占める割合）

商業拠点
の有無

駅からの距離
バス停勢圏

(500m)カバー率

1 商業圏中心区域 商業拠点を含む

2 中心市街地駅勢圏区域

3 中心市街地バス停勢圏区域 75%以上

4 中心市街地公共交通空白区域 75%未満

5 郊外商業拠点を含む駅勢圏区域 商業拠点を含む

6 郊外市街地駅勢圏区域

7 郊外市街地バス停勢圏区域 75%以上

8 郊外市街地公共交通空白区域 75%未満

9 都心近郊低密市街地駅勢圏区域 1km未満 ―

10 都心近郊低密市街地バス停勢圏区域 75%以上

11 都心近郊低密市街地公共交通空白区域 75%未満

12 郊外低密市街地駅勢圏区域 1km未満 ―

13 郊外低密市街地バス停勢圏区域 75%以上

14 郊外低密市街地公共交通空白区域 75%未満

―
1km以上

―
1km以上

5km未満

5km以上

5km未満

5km以上

25%以上

25%以上

25%未満

25%未満

1km未満 ―

―
1km以上

1km未満 ―

―
1km以上

(2) 小地域タイプによる交通身体活動量の経年比較 

1987年，1992年，2005年時の小地域タイプ別の1人あ

たり交通身体活動量及びトリップ時間を，それぞれ図-4，

図-5，図-6に示す．また，年齢による違いについて考察

するために，18歳未満，18歳以上65歳未満の成人（一

般），65歳以上の成人（高齢者）の3つの年齢区分につ

いて，各年齢区分の1人あたり交通身体活動量の値を，

図中に併記する．なお，分析に際し，十分なサンプル数

を確保する観点から，年齢による分類によってサンプル

数が30に満たない区分については，図中への表記をしな

いものとする． 

まず，全体の傾向として，同じ市街地に属する区分間

で比較すると，18歳未満の年齢を除き，概ね商業や公共

交通の利便性が高い左方である程，交通身体活動量の値

は高い．18歳未満の年齢において，利便性の低い区分で

も，高い身体活動量が確保されている理由として，18歳

未満の個人は，自動車を運転することができないため，

移動の必要があれば，多少距離が離れている場合にも，

徒歩や自転車で移動していることが考えられる．したが

って，むしろ利便性の低い地域において，トリップ時間

が長くなり，身体活動を行う機会が確保できていると推

察される．次に各市街地でみると，中心市街地に属する

区分1から4では，徒歩や自転車での移動が多く，いずれ

の年齢においても，経年的な活動量の減少幅が比較的小

さいことがわかる．次に，郊外市街地に属する区分5か

ら8では，1日のトリップ時間が長く，公共交通の分担率

も高くなっており，高い活動量が確保されていることが

わかった．これは，都心部からの距離が離れていること

で，通勤や買い物等の都市中心部への移動を要するトリ

ップにおいて，身体活動を行う機会が確保されているた

めであると推察される．しかし，通勤や買い物等の都市 

中心部へのトリップは，トリップ時間が長く，その分，

他の活動に充当可能であった時間を当該トリップに費や

していることを意味し，その点には十分留意する必要が

ある．また，同じ郊外市街地に分類される区分間でも公

共交通や商業特性によって違いがみられ，特に1992年以

降，利便性の高い小地域において，高齢者の活動量は高

く維持されていることが明らかとなった．つまり，郊外

市街地においては，居住地周辺の商業や公共交通の利便

性を高めることにより身体活動を促進できる可能性があ

るといえる．さらに，低密度な市街地のうち，郊外部の

駅勢圏に属する区分12を除く，区分9から11，区分13か

ら14では，18歳未満の年齢を除いて，2005年時点で交通

身体活動量の値が最も低い値になっていることがわかる．

また，高齢者に限れば，区分12においても，低密市街地

に属する他の区分と同様，1日の交通身体活動量が低い．

つまり，都市内での位置や公共交通の近接性に関わらず，

人口密度が低い地域においては，人々の身体活動が低下

する可能性が示唆される． 

 
 
5. 個人属性及び小地域特性を考慮した交通身体

活動量の経年的な要因分析 

 

本章では，小地域特性が交通身体活動量への影響要因

であるという仮説を実証する上で，個々の小地域特性を

表す指標間での関連性を考慮し，さらに年齢や自動車利

用環境等の個人属性を併せて考慮したモデルを構築する．

そして，年齢や自動車の利用環境等の個人の身体活動量

と高い関連がみられた個人属性と比較しても，小地域の

特性が交通身体活動量に大きな影響を与える要因である

ことを示すとともに，人々の活動量を増加させる上での

個々の小地域特性の影響の大きさを定量的に評価する． 

なお，本章では，同一のモデルで複数の母集団に対し 

表-2 小地域タイプ分類 
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
属する市街地
鉄道駅，商業 商 駅 バ 白 商 駅 バ 白 駅 バ 白 駅 バ 白

属する市街地⇒中：中心市街地，郊：郊外市街地，中・低：中心低密市街地，郊・低：郊外低密市街地，
公共交通，商業⇒商：中心商業圏，駅：駅勢圏，バ：駅勢圏外バス停勢圏，白：公共交通空白区域
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図-4 年齢帯を考慮した小地域タイプ別の1人あたり交通身体活動量及びトリップ時間（1987年） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
属する市街地
鉄道駅，商業 商 駅 バ 白 商 駅 バ 白 駅 バ 白 駅 バ 白

属する市街地⇒中：中心市街地，郊：郊外市街地，中・低：中心低密市街地，郊・低：郊外低密市街地，
公共交通，商業⇒商：中心商業圏，駅：駅勢圏，バ：駅勢圏外バス停勢圏，白：公共交通空白区域

中 郊 中・低 郊・低

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

ト
リ

ッ
プ

時
間

（
時

間
/人

・
日

）

１
人

あ
た

り
交

通
身

体
活

動
量

（
M
E
Ts

・
ｈ
/人

・
日

）

トリップ時間

一般成人

高齢者

18歳未満

全平均

 

図-5 年齢帯を考慮した小地域タイプ別の1人あたり交通身体活動量及びトリップ時間（1992年） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
属する市街地
鉄道駅，商業 商 駅 バ 白 商 駅 バ 白 駅 バ 白 駅 バ 白

属する市街地⇒中：中心市街地，郊：郊外市街地，中・低：中心低密市街地，郊・低：郊外低密市街地，
公共交通，商業⇒商：中心商業圏，駅：駅勢圏，バ：駅勢圏外バス停勢圏，白：公共交通空白区域
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図-6 年齢帯を考慮した小地域タイプ別の1人あたり交通身体活動量及びトリップ時間（2005年） 
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No. 変数名称 定義

1 年齢 年齢

2 男性ダミー 性別が男性の場合 1，女性の場合 0

3 自動車保有免許ダミー 自動車免許を保有する場合 1，保有しない場合 0

4 既成市街地ダミー 1960年時点でDID面積が25%以上の場合 1，25%未満の場合 0

5 DID人口密度 小地域が含まれるDIDの人口密度

6 都心からの距離 都心からの距離

7 標高標準偏差 小地域内可住地の標高標準偏差

8 最寄り駅からの距離 最寄り駅からの距離

9 最寄り駅の運行頻度 最寄駅の1時間あたりの平均運行頻度

10 最寄りバス停からの距離 最寄りバス停からの距離

11 最寄りバス停の運行頻度 最寄バス停の1時間あたりの平均運行頻度

12 小売業の事業所数 1haあたりの小売業の事業所数

13 小売業年間販売額 小売事業所あたりの年間商品販売額

14 トリップ時間 1日のトリップ時間

15 時間あたり交通身体活動量 単位時間あたりの交通身体活動量

16 1日あたり交通身体活動量 1日の交通身体活動量  

 

て母数を同時に推定する方法である構造方程式モデリ

ングを用いた多母集団パス解析を用いて分析すること

とする．本分析においては，1987年，1992年，2005年時

の個人を異なる母集団とした上で，各母集団の母数を

同時に推定することで，異なる集団間の比較が統計的

に可能となる．これにより，3年次にわたって同一の構

造を仮定したモデルにおいて，各小地域特性が交通身

体活動量に及ぼす影響について分析でき，経年的な影

響の変化を定量的に比較できる． 

前章までの結果を踏まえ，個人の交通身体活動量に

関する因果構造モデルの構築に用いる変数を表-3に示

す．なお，個々の変数が交通身体活動量に与える影響

を分析する上で，その交通身体活動量の構成要素とな

るトリップ時間及び選択した交通手段に起因する時間

あたり交通身体活動量を本モデルに組み入れることで，

交通行動特性を考慮した上で，それらの関係性を構造

化する． 

まず，ここでは，3年次のモデルにおける，異質性，

等質性を検討するために，「1：配置不変モデル」，

「2：測定不変モデル」，「3：すべての母数が等しい

モデル」を検討した．その結果，上記の「2：測定不変

モデル」において，各適合度指標は，GFI=0.933，

AGFI=0.913，RMSEA=0.043と最も良好な値が得られ，十

分な適合を示した．図-7に「2：測定不変モデル」の推

定結果を示す．個別のパス係数のパラメータ値に対応

するp値をみると，図-7に示すように，全て1％水準で

有意な結果となり，設定したモデルのあてはまりは十

分に良好である．検討した他のモデルの適合度指標も

概ね良好な値が得られたが，上記のように，測定不変

性が仮定されたモデルにおいて適合が最も高い結果が

得られたため，各年次における母集団は，同一の分散

共分散をもつ母集団に属しており，各年次間で同一の

因子構造が仮定できると判断できる． 

以上で得られたモデルの推計結果に基づいて，小地

域の各特性が，交通身体活動量に与える影響の変化を

検証するため，各特性の3時点における標準化総合効果

得点を求める．ここで，総合効果とは直接効果と間接

効果の和であり，直接効果は，ある変数が別の変数へ

直接的に及ぼす影響を，間接効果は他の変数を経由し

て及ぼす影響を表す． 

まず，各標準化総合効果得点の絶対値の総和を，個

人属性及び小地域特性について，それぞれ求め，3時点

における個人属性及び小地域特性が交通身体活動量に

与える影響の変化について考察する．個人属性及び小

地域特性が交通身体活動量に与える総合効果の経年変

化を図-8に示す．いずれの年次においても，小地域特

性が交通身体活動量に与える影響は，個人属性が与え

る影響と比較し，相対的に小さいものの，1987年から

2005年にかけて，小地域特性による影響が特に強くな

っており，2005年時点では個人属性による総合効果の

約7割程度の値を示している．経年的に小地域特性の交

通身体活動量に対する影響が強くなっている理由とし

ては，1987年から2005年にかけ，自動車がさらに広く普

及し，人々が移動手段を選択できるようになったこと

で，居住地周辺の利便性によって，自動車への依存度

が異なり，結果として交通行動やライフスタイルに違

いが生じてきていることが考えられる． 

次に，各個人属性及び各小地域特性を表す指標から

交通身体活動量への標準化総合効果得点を，3時点で比

較した結果を図-9，図-10にそれぞれ示す．まず，個人 

表-3 多母集団パス解析に用いた変数の概要 
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1日あたり
交通身体活動量

時間あたり交通身体活動量 トリップ時間

男性ダミー 自動車免許保有ダミー 年齢

最寄りバス停からの距離

最寄り駅からの距離

最寄り駅の運行頻度

最寄りバス停の運行頻度

DID人口密度

既成市街地ダミー

小売業事業所数

小売業年間販売額

標高標準偏差

都心からの距離
-.27***/-.28***/-.32***

.20***/.19***/.33***

*** ：1%有意

** ：5%有意

正の方向のパス

負の方向のパス

変数間の相関

.18***/.14***/.27***

-.03***/-.03***/-.04*** .32***/.33***/.53***

-.12***/-.12***/-.06*** .26***/.27***/.29***

.17***/.17***/.15***

-.26***/-.00***/-.00***

.22***/.20***/.47***

.15***/.00***/.00***

.04***/.03***/.09***

.00***/.02***/.02***

-.26***/-.25***/-.36***

-.03***/-.03***/-.05***

-.01***/-.01***/-.02***

-.02***/-.02***/-.04***

.46***/.47***/.37***

.25***/.28***/.32***

-.10***/-.10***/-.05***

.07***/.07***/.08***
.07***/.08***/.12***

.18***/.18***/.14***

.04***/.04***/.06***

-.00***/-.00***/-.00***

-.03***/-.03***/-.01***

-.09***/-.09***/-.10***-.16***/-.17***/-.15***

-.29***/-.32***/-.31***

.15***/.15***/.16***

.03***/.03***/.03***

.00***/.00***/.00***

.00***/.00***/.00***

.00***/.00***/.00***

.03***/.03***/.04***

.29***/.29***/.33*** .88***/.90***/.86***

.17***/.18***/.19***

GFI=0.933
AGFI=0.913
RMSEA=0.043

.31***/.26***/.22*** .09***/.06***/.07***

1987年/1992年/2005年
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図-8 個人属性及び小地域特性が交通身体活動量 

に与える影響の経年変化 
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※実線は正の値，破線は負の値を示す．  

図-9  個人属性から交通身体活動量への影響の経年変化 
 

図-7 個人属性及び小地域特性と交通身体活動量の因果構造モデル 
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※実線は正の値，破線は負の値を示す．  
図-10 小地域特性から交通身体活動量への影響の経年変化 

 

属性との関連では，全年次において，「年齢」，「性

別」，「自動車免許の有無」の順に，交通身体活動量

に強い影響を与えていることがわかる．特に年齢によ

る影響は経年的に強くなっており，近年より一層年齢

が高くなるにつれ，人々の身体活動量が減少する傾向

にあることがわかる．次に，個々の小地域特性が交通

身体活動量に与える影響について分析する．まず，図-

10に示すように「都心からの距離」は交通身体活動量

に強い影響を与えているが，図-7に示すように，「都

心からの距離」は「時間あたり交通身体活動量」では

なく，「トリップ時間」を介して活動量に影響を与え

ており，これは，先述のように，他の活動に充当可能

な時間を交通活動に費やすことによって身体活動量が

増大していることを意味している．つづいて，「最寄

駅の運行頻度」，「最寄駅からの距離」が交通身体活

動量に強い影響を与えているが，1992年から2005年にか

けて，鉄道駅に関する特性を表す指標からの影響が特

に強くなっている．また，鉄道駅と同様，公共交通利

便性を表す路線バスに関する指標に着目すると，「最

寄バス停の運行頻度」は，上記3指標を除くと，「DID

人口密度」とともに，相対的に活動量に強い影響を与

えており，「最寄バス停からの距離」による影響も，

1992年から2005年にかけて強くなっている．つまり，近

年では，公共交通の整備状況と人々の交通行動との結

びつきがさらに強くなっており，人々の活動量を高く

維持する上で，鉄道駅やバス停との近接性，その運行

頻度が重要であるといえる．商業特性との関連では，

1992年から2005年にかけては，「小売業事業所数」，

「小売業年間販売額」ともに影響が弱くなっているが，

1987年と2005年の2時点で比較すると「小売業事業所

数」による影響が弱くなり，商業魅力度を示す小売事

業所あたりの「小売業年間販売額」との関連が強くな

っていることがわかる．この理由としては，自動車の

普及による生活圏の拡大とともに，利用する商業施設

が広域に選択されるようになり，居住地周辺の小規模

店舗の集積と交通行動の関連が弱くなったことが考え

られる．地形条件の指標として考慮した「標高標準偏

差」との関連では，比較的値は小さいが，図-7に示す

ように，時間あたり活動量への負の影響，また，それ

による人々の活動量への負の影響が有意に認められ，

起伏の大きい地域においては，徒歩や自転車等，高い

身体活動を伴う移動の選択を減少させる可能性がある

ことを明らかにした．さらに，本モデルでは，交通行

動との直接的な関係性を仮定していないものの，「既

成市街地ダミー」や「DID人口密度」は他の小地域特性

に強い影響を与えており，間接的に人々の活動量に正

の影響を示している．つまり，人口が集積する地域で

は，人々の身体活動を促す環境が整備・維持されてお

り，また古くに整備された市街地では，近年市街化し

た地域と比較し，その傾向がより強いといえる． 

以上より，交通行動と密接に関連する個人属性を考

慮した上でもなお，居住地周辺の地区特性は個人の交

通身体活動量に大きな影響を与える要因であることが

明らかとなった．また，1987年から2005年にかけてその

影響の大きさは経年的に大きく変化していることを示

した． 

 

 

6. 結論 

 

本研究では，小地域単位で地区特性に関する詳細な

データベースを構築し，個人の交通身体活動量と個々

の小地域特性との関連性について分析した． 

その結果，交通身体活動量は経年的には減少傾向を

示すものの，小地域の属するDIDの人口密度が高い程，

高く維持されていることを明らかにした．また，公共

交通との関連では，移動時の身体活動を促す上で，居

住地と公共交通結節点との近接性に加え，そのサービ

ス水準を高く維持することが重要であることを明らか

にした．そして，都心中心部との位置関係を表す都心

までの距離と交通身体活動量には正の相関がみられる

ことを明らかにした． 

次に，様々な小地域特性を表す指標により小地域の

タイプを分類し，年齢を考慮した上で，小地域タイプ

により交通身体活動量が異なるのかについて検証した．

その結果，中心市街地では，徒歩や自転車による移動

が多く，経年的な交通身体活動量の変化が小さいこと，

郊外市街地では，トリップ時間が長く，身体活動量が

大きくなる傾向にあるが，同じ郊外市街地でも公共交
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通や商業特性により違いがみられ，商業や公共交通の

利便性の高い地域において，より身体活動量が大きい

ことを示した．一方，低密度な市街地では，特に高齢

期において，公共交通等の整備状況に関わらず，交通

身体活動量が低下することを明らかにした． 

そして，交通身体活動量に関する因果関係を明らか

にするために，個人属性及び小地域特性を考慮した因

果構造モデルを構築し，交通身体活動量に影響を及ぼ

す要因について分析した．その結果，交通行動と密接

に関連する個人属性と比較しても，小地域特性が交通

身体活動量に与える影響は十分大きいことを明らかに

した．また，「都心からの距離」，「最寄駅の運行頻

度」，「最寄駅からの距離」，「DID人口密度」等の小

地域特性が交通身体活動量に強い影響を与えているが，

1987年から2005年にかけて，特に公共交通の近接性及び

鉄道駅の運行頻度の影響が相対的に大きくなっている

ことを明らかにした．さらに，既成市街地や人口密度

の高い地域において，公共交通の利便性が相対的に高

く，結果として交通身体活動量に有意に正の影響を及

ぼしていることを示した． 

以上のように，個人の交通身体活動量と個々の小地

域特性との間には密接な関係性があるといえ，特に公

共交通の利便性の影響は大きく，公共交通を中心とし

たコンパクトなまちづくりの推進が，人々の健康増進

にも寄与し得ることを明らかにした．一方で，交通身

体活動量には，「都心からの距離」も大きく影響して

いるが，「都心からの距離」は主にトリップ時間の増

加を介して身体活動量に影響を及ぼしており，他の活

動時間や長距離移動に伴う環境等への影響を考慮する

と，健康増進を目的とした郊外居住の推進は，広く

人々に受け入れられる施策であるとは言い難い． 

最後に，今後の課題としては，交通行動との関連が

考えられる用途地域指定等の土地利用施策についても

評価項目を充実させ，制度面での違いや特徴について

考慮しながら，地区レベルでの土地利用の変化が交通

時の身体活動量に及ぼす影響を検証することが重要で

あると考えられる． 
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A TIME-SERIES ANALYSIS ON THE INFLUENCE OF THE BUILT 
ENVIRONMENT ON PHYSICAL ACTIVITY LEVELS 

 
Ryoji MATSUNAKA, Tetsuharu OBA, Dai NAKAGAWA and Kazuaki INOUE 

 
Though many researches have already indicated that physical activity such as walking is important to 

reduce the risk of disease related lifestyle. Especially in Europe and the United States, the built environ-
ment is recognized as key factors in promoting physical activity. However it is not quantitatively clear 
that the relation between them. In this study, we analyzed the relation between the built environment of 
residential zoning scale and physical activity levels by the analysis using the data of 40 cities from 1987 
to 2005. 
We made it clear that the higher convenience of public transportation and commercial in a residential ar-

ea is, the higher the physical activity levels is regardless of the location in the city. We also clarified that 
the characteristics of the residential zone are important factors to increase physical activity levels com-
pared with personal attributes from the causal structural model. As well as the population density, in re-
cent years, the accessibility to railway stations and bus stops and the frequency of the public transporta-
tion services had even more significant associations with physical activity levels of individuals. 
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